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１ ．はじめに
　本報告は、プロダクトイノベーションにおける相
（フェーズ）の存在を確認し、相の間の転移が破壊的イノ
ベーションを生み出すことを説明することで、日本企業の
プロダクトイノベーション能力強化の道筋を検討する。
２ ．問題の所在
　イノベーションという現象は、社会・経済に変化をもた
らす一つの原動力であり、社会科学においてこれまで、大
きな研究の対象となってきた。研究対象としてのイノベー
ションは、特に、1970年代以降、社会科学におけるイノ
ベーションを主題とした研究は、急速に増加し、その数は
今尚、増加し続けている１。この事実は、イノベーション
という現象の社会科学の研究範囲での影響の大きさを物語
ると同時に、未だ、この現象の理解が不十分であり続けて
いることを物語る証左となっている。
　イノベーションは、Schumpeter（1926，邦訳 pp.180-
183）によって経済学に導入された概念であり、次の五つ
の新結合によってもたらさせるとしている（加藤，2010，
p.66）。
１）新しい財貨：消費者の間でまだ知られていない財貨、
あるいは新しい品質の財貨の生産。
２）新しい生産方法：当該産業部門において実際上未知な
生産方法の導入。
３）新しい販路の開拓：当該国の当該産業部門が従来参加
していなかった市場の開拓。
４）原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得：同じ品質
で低価格に供給する方法の獲得。
５）新しい組織の実現：独占的地位の形成あるいは独占の
打破。
　これらの新結合のうち、新しい財貨によってもたらさら
れるイノベーション又は新しい販路によって見出される市
場は、「プロダクトイノベーション」と呼ばれ、新しい生
産方法又は新しい原料・半製品の供給源によってもたらさ
れるイノベーションは、「プロセスイノベーション」と呼
ばれる（安部，2005，p.24; cf.Utterback, 1994，邦訳
pp.107-109）２。Utterback（1994，邦訳 pp.6-8）によれば、
プロダクトイノベーションは新たな製品が形成されたばか
りの時期に多く発生し、プロセスイノベーションは新製品
の標準的デザインが確立された後の時期に多く発生すると
いう。日本企業は従来、プロセスイノベーションにおいて
強みを構築してきたが（内閣府，2007，pp.4）、大塚
（2010，p.23）が指摘するように、欧米企業や新興国企業
が製品設計においてモジュール化を推進した結果、日本企
業が「カイゼン」というプロセスイノベーションによって
構築してきた強みによってもたらされる価値は低下してい
るという。結果として、日本企業には、プロダクトイノ
ベーションの強化が求められることになる（内閣府，
2007，pp.5）。
　しかしながら現実は、ハイテク産業での付加価値シェア
の低下に見られるように（大塚，2010，p.1）、日本企業の
国際競争力は大きく後退し、プロダクトイノベーションの
強化は、一向に進展していないようにも思われる３。こう
した状況に対しては、様々な角度から調査研究がなされて
いるが、Christensen（1997，邦訳 pp. Ⅸ－Ⅺ）は、彼の主
張する「イノベーションのジレンマ」と呼ばれる理論に基
づき、今後も技術者が大企業を辞めず、新企業に出資する
金融市場の仕組みが整備されないならば、日本において既
存市場の最下層から攻め上がる新興企業が再び現れること
はないだろうと述べている。そうであるならば、日本企
業、特に大企業においては、自らが衰退し、再び既存市場
の最下層から攻め上がることを強いられるまでは、手をこ
まねいているしかないことになる。
　宮崎（2006，pp.262-266）は、Christensen（1997）の議
論の中心的な概念である「破壊的イノベーション」を、
「価値転換」という視点から考察し、各企業の主観的な価
値や主張を体現した「製品コンセプト」の変革とそれをプ
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ロパガンダにより業界内に定着させていくプロセスとして
破壊的イノベーションのプロセスを捉えた、価値転換のイ
ノベーションプロセスを検討している。この議論に基づけ
ば、大企業、あるいは日本の大企業、が破壊的イノベー
ション（≒プロダクトイノベーション）を創出できない理
由は、主観的な価値を体現する製品コンセプトの変革とそ
のプロパガンダを実践することが妨げられているためであ
ると考えられる。本報告では、このうち、製品コンセプト
の変革に焦点を当て、この変革がどのようなものであるか
を分析することで、日本企業のプロダクトイノベーション
能力強化に横たわる問題の一端を理解し、能力強化への道
筋を探索することを目論む。
３ ．製品構成要素と製品コンセプト変革
　さて、前節で示した、価値転換のプロセスにおいては、
製品コンセプトの変革が伴うものと、宮崎（2006，
pp.262）は考えている。この製品コンセプトについて、宮
崎（2006，p.259）は、「企業が考える価値（その製品は顧
客にとって何なのか、何の役に立つのか）を主体的に当該
製品に付与した意味づけ（概念）」と定義し、その変革に
おいては、従来に無い、技術シーズと顧客ニーズの新結合
が実現するとしている。この新結合の実現には、技術シー
ズの潜在的な応用先（用途）と自らが知覚している顧客
ニーズを一気に結びつけることが必要となる（宮崎，
2006，p.263）。日本企業のプロダクトイノベーション能力
の強化には、この新結合が不可欠である。ここでは、製品
コンセプトの変革を考察する前提となる、製品それ自体の
構成を理解した上で、製品コンセプトを規定し直し、その
変革を考察する。
３ － １ ．製品の構成要素
　ところで、新製品開発にあっては、その製品が提供すべ
き動作属性（使用者が製品に求める用途）と物理的な製品
仕様（設計上、製品に盛り込まれる用途）との間に合意を
形成することが重要であるという（Crawford, 1984, pp.85-
86）。技術は、「ある対象物の操作を可能にする創造された
人工的能力（VanWyk, 1984, pp.104-105）」であり、この
能力は、自然科学的な情報（理論や現象）を特定の仕事に
応用するための知識である（Drucker，1964，邦訳166）。
製品における物理的な製品仕様は、技術的な制約条件を満
たす解として見出される。一方、ニーズは、人類学的用語
で定義される欲求と特定手段に関係づけられた要求とに分
類される（Dosi, 1982, p.149）。製品に対して求められる動
作属性は、ニーズに基づいて選択される４。
　以上のことから、製品は、科学→技術→用途の経路で規
定される側面と、欲求→要求→用途の経路で規定される二
つの側面を持ち、これらの二つの経路で導かれる用途の一
致によって製品は確定されると言える５。ここで着目した
いのは、製品が、科学－技術－（一致した）用途－要求－
欲求、の五つ構成要素の結合によって成り立っている点で
ある。製品コンセプトの変革に際して、技術と要求が一気
に結合されるとしても、技術と要求が直接結合していない
以上、用途との結合関係を通じて新結合が実現されると言
う点である。また同様の理由から、技術を支える科学と用
途は技術を介して結合し、要求の基礎となる欲求も用途と
は要求を介して結合していることにも、留意しておきた
い。
３ － ２ ．製品コンセプト
　顧客が製品に対して持っているニーズ（要求－欲求）
は、一般に単一なものではなく、かなり大きな束を成して
いるという（伊丹，1984，pp.84-85）。したがって顧客の
個々の要求に応じて、製品には複数の用途が盛り込まれる
ことになる。顧客は盛り込まれた用途（の幾つか）によっ
て、自らの要求を充足させる。この時、用途は、個々に機
能を発揮するものではなく、必要に応じて連携し、場合に
よっては分離動作が求められる（伊藤，2000，p.89）。顧
客にとっては、自らの欲求に基づく要求を充足させる、こ
ららの複数用途の体系が製品の持つ意味づけ、すなわち製
品コンセプトになる。企業としては、製品に盛り込んだ複
数用途の体系によって、多くの、あるいは目標とする顧客
の要求を充足させることを訴求するものであり、この複数
用途の体系が製品の顧客に対する持っている意味づけ、す
なわち製品コンセプトとなる。
３ － ３ ．製品コンセプト変革と用途間の新結合
　先に指摘したとおり、技術と要求の結合関係が、用途を
介しての結合であるため、製品コンセプトの変革に伴う技
術と要求の新結合は、用途の体系の変化を通じて生じるこ
とになる。この用途の体系の変化は、体系外の用途を体系
内に取入れることで生じる６。この時、個々の用途に結び
ついている技術と要求の組み合わせが変化し、これらの間
の新結合が実現する。したがって、用途の体系の変化を生
じさせること、プロダクトイノベーション能力の向上には
決定的な事柄となる。
　上に述べたとおり、用途の体系の変化は、体系外の用途
を取入れることで生じる。この時、用途間の新結合が生じ
ることになる。製品コンセプトが生み出された初期、すな
わちプロダクトイノベーションが生じた直後においては、
標準的なデザインが確定していないため、用途の体系は不
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安定であり、用途間の新結合が生じやすい。したがって、
技術と要求の新結合をもたらす製品コンセプトの変革も生
じ易く、プロダクトイノベーションが誘発される。だが問
題は、製品コンセプトが確立された段階、すなわち用途の
体系が安定した段階で、プロダクトイノベーションを如何
に創出するかにある。
　そこで、こうした用途間の新結合を、他の製品構成要素
間の新結合との関係で考察してみよう。
４ ．製品構成要素の新結合
　製品構成要素は、科学、技術、用途、要求、欲求の五つ
が想定される。これらの要素の新結合は、次の表で理解す
ることができる。
図表１：製品構成要素間の新結合
 新
旧 科学 s 技術 t 用途 u 要求 n 欲求 w
技術 T Ts 革新 Tt 革新 Tu 革新
用途 U Ut 革新 Uu 革新 Un 革新
要求 N Nu 革新 Nn 革新 Nw 革新
　上の表では、すでに確定した旧製品を構成する技術 T、
用途 U、要求 N、と体系外の科学 s、技術 t、用途 u、要
求 n、欲求 w との結合可能性を示している。旧製品につ
いて、技術、用途、要求に着目しているのは、用途間の新
結合に、科学、欲求が直接関わることができないためであ
る７。この表では、用途間の新結合は、「Uu 革新」によっ
て表現されている。この Uu 革新は、旧来製品に体系外の
用途を導入することを意味しているが、製品コンセプトが
確定した段階では、こうした革新を自発的に構想すること
は難しい８。Uu 革新が生ずる可能性は、Ut 革新、Un 革
新に依存しているものと考えられる。Ut 革新は、既存の
用途 U に異質な技術 t を結合させ新たな効果や品質をも
たらす革新である。一方 Un 革新は、既存の用途 U によっ
て異質な要求 n を充足する結合関係である。Ut 革新は、
技術 t に結合している異質な用途との関係をその後にもた
らし、また Un 革新は、要求 n を充足していら異質な用途
との関係をその後にもたらす。結果として、Ut 革新、Un
革新の後に Uu 革新の可能性が高まるのである。
５ ．プロダクトイノベーションの三相
　Uu 革新が、その前駆的な Ut 革新、Un 革新によっても
たらされることを認識した場合、上の表にはさらに二つの
革新の流れを、我々は見て取ることができる。すなわち、
Tt 革新とその前駆的な Ts 革新と Tu 革新、Nn 革新とそ
の前駆的な Nw 革新と Nu 革新である。Uu 革新を中心と
した革新の流れをは、用途間の新結合をもたらす革新の流
れであり、用途相と呼ぶことができるだろう。Tt 革新を
中心とした流れは同様に技術相、Nn 革新を中心とした流
れは、要求相と呼ぶことができる。すなわち、プロダクト
イノベーションには、技術、用途、要求の三相が、少なく
とも存在しているのである。
図表２：三相のプロダクトイノベーション
 新
旧 科学 s 技術 t 用途 u 要求 n 欲求 w
技術 T 技術相
用途 U 用途相
要求 N 要求相
　ここで注目すべきは、用途相の Ut 革新と技術相の Tu
革新、用途相の Un 革新と要求相の Nu 革新が、相の間の
転移を可能にしている点にある。この相の転移は、新技術
による製品コンセプトの変革や新市場を製品コンセプトに
もたらす、破壊的なイノベーションの創造を可能にするも
のと考えられる。
６ ．相転移の促進
　ここまでの考察から我々は、日本企業のプロダクトイノ
ベーションについて、一つの重大な欠陥の可能性を指摘す
ることができる。すなわち、日本企業の技術力や営業能力
が必ずしも低くないとすれば、プロダクトイノベーション
能力の強化が進まない状況は、用途相におけるイノベー
ション創出能力が欠如していることを示唆するのである。
技術相・要求相でのイノベーションがその相の中で止ま
り、基礎技術への傾倒、顧客志向の徹底が、一層、相転移
を難しくしているのではないだろうか。そうであるなら
ば、これまでの技術相、要求相でのイノベーション成果
を、製品コンセプトに結晶させるための相転移の促進が、
日本企業に求められていると言える。
　この場合、Tu 革新と Ut 革新、あるいは Nu 革新と Un
革新を接続することが重要になってくる。Tu 革新は、旧
製品の技術 T を体系外の用途 u に用いることを意味して
おり、これを旧製品 U の技術を代替する Ut 革新に接続す
るということは、異なる製品の Tu 革新を旧製品の Ut 革
新に接続することを意味している。つまり、異なるプロダ
クトイノベーションを目指した活動を連携させるような活
動が、相転移には必要になるのである。同様に、Nu 革新
と Un 革新を接続する場合には、市場側での異なるプロダ
クトイノベーションに向けた活動を連携させることが必要
になる。連携させるべきイノベーション活動は、事前には
認識されておらず、これを如何に連携させるかが、問題に
なる。
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７ ．おわりに
　本報告では、日本企業におけるプロダクトイノベーショ
ン能力の向上に横たわる問題を、プロダクトイノベーショ
ンにおける三つの相を分析することで検討した。日本企業
においては、プロダクトイノベーションの三相、すなわ
ち、技術相、用途相、要求相のうち、用途相でのイノベー
ション創出能力が欠如しており、技術相、要求相のイノ
ベーションを如何に用途相に転移させるかが、今後の課題
であることを指摘した。相転移のための具体的な方策は、
本報告では検討できなかったが、異質なイノベーション活
動を連携させることにその手掛かりがあるものと考えられ
る。
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１） 学術雑誌データベース検索システムである ProQuest
の Central データベースにおいて（2013年３月現在）、
タイトルに“innovation”を含む査読付きの論文数は、
19060年代（1960年から1969年、以下同様）の49件か
ら、1970年代には271件に増加し、1980年代は996件、
1990年代は3663件、2000年代は9301件と10年間で３倍前
後のペースで増加している。2010年から2012年までの３
年間では、4766件と若干そのペースは減速しているもの
の、増加傾向は変わらない。
２） 新しい組織によってもたらされるイノベーションは、
プロダクト、プロセスのいずれにも関わる（原・安部，
2005，p.24）。
３） ハイテク製造産業の付加価値産出額の世界シェアで
は、2005年で、米国29.5％、日本15.1％、中国9.7％で
あったが、2010年には、米国27.6％、日本12.7％、中国
18.8％となり、中国の躍進が顕著である。米国も低下し
ているが、日本はさらに大きく低下させている（National 
Science Foundation,2012,Apendix Table 6-11）。
４） 本報告では、この後、一般的な「ニーズ」を「要求」
とし、「欲求」を「ウォンツ」に対応する概念として呼
称する。
５） 二つの経路から導かれたすべての用途が一致するとは
限らない。むしろ、多くの用途が、実際には一致の可能
性があるにも関わらず、打ち捨てられてしまうところ
に、製品開発の困難さがある（cf. 伊藤（2000））。
６） 体系内の用途間の連携・分離動作の関係の変化も技術
と要求の新結合をもたらす可能性があるが、体系内での
組合せの変化であることから、比較的小さな変革に止ま
る。
７） 科学は技術を介して、欲求は要求を介して、それぞれ
用途に結合していることを、第３節にて述べた。
８） 伊藤（2000）においては、こうした構想をもたらす経
営戦略の特性を検討している。
